
資料３－１

○和光市健康づくり基本条例

平成２５年３月２５日

条例第４号

目次

前文

第１章 総則（第１条―第７条）

第２章 健康づくりの推進に関する基本的施策（第８条―第１０条）

第３章 健康づくりの推進体制（第１１条―第１４条）

第４章 ヘルスソーシャルキャピタル審議会（第１５条―第１８条）

第５章 雑則（第１９条）

附則

健康であることは、疾病や障害の有無に関係なく、市民が生き生きと安心して生活し、

自己実現を図るための基盤となるものであり、全ての市民が健康であることは、市民一人

一人の生活のみならず市全体としての福祉の向上につながるものである。

市は、市民の健康を増進させるため、誰もが健康に暮らすことができるまちづくりを進

めており、その実現のためには、健康づくりに関する施策を総合的に調整し、市民、事業

者及び関係団体等との協働により、地域が一体となって計画的に推進していく必要がある。

そこで、健康づくりに関し基本的な事項を定め、健康づくりに関する施策を包括的に推

進する体制を構築し、もって市民の福祉の向上に寄与するため、この条例を制定する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、市が行う健康づくりに関する施策について基本的な事項を定めるこ

とにより、市民の健康増進を図り、もって市民の福祉の向上に寄与することを目的とす

る。

（定義）

第２条 この条例において「事業者」とは、市内で事業活動を営む者をいう。

２ この条例において「関係団体等」とは、市内で保健、医療及び福祉に関する活動に従

事する者及び団体をいう。

（基本理念）
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第３条 健康づくりは、市民一人一人の心身の状態等に合わせて、生き生きと健やかに生

活できるよう全世代を通じて継続的に行われなければならない。

２ 健康づくりは、市民一人一人の健康が生活の質の向上に不可欠であることを認識して

推進されなければならない。

３ 健康づくりは、市民、事業者、関係団体等及び市がそれぞれの役割を認識し、相互に

協力して地域全体で推進されなければならない。

（市の責務）

第４条 市は、市民、事業者及び関係団体等と協働して健康づくりに関する施策を包括的

に推進しなければならない。

（市民の責務）

第５条 市民は、主体的に健康づくりに関心を持ち、自らの健康状態に応じた健康の保持

及び増進に関する取組を行うよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第６条 事業者は、その使用する者の健康に配慮した職場環境の整備に努めるとともに、

市の健康づくりに関する施策の推進に協力するよう努めなければならない。

（関係団体等の責務）

第７条 関係団体等は、その活動に当たっては健康づくりに配慮するとともに、市の健康

づくりに関する施策の推進に協力するよう努めなければならない。

第２章 健康づくりの推進に関する基本的施策

（健康づくりの推進に関する取組）

第８条 市は、健康づくりに関する施策を推進するため、次に掲げる取組を行うものとす

る。

（１） ヘルスアップ 健康増進及び疾病等の予防に関する取組

（２） ヘルスサポート 疾病等の進行及び重症化を防ぐための取組

（調査及び分析）

第９条 市長は、健康づくりに関する地域の課題を明確にするため、別に定める区域ごと

に、市民の健康状態等に関する調査及び分析を行うものとする。

（目標の設定）

第１０条 市長は、健康づくりに関する施策及び事業の推進に資するため、健康づくりに

関する目標を定め、当該目標及びその結果を公表するものとする。
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第３章 健康づくりの推進体制

（連携及び協働）

第１１条 市は、市民、事業者及び関係団体等と相互に連携を図りながら、協働して健康

づくりに関する施策及び事業を実施するよう努めるものとする。

（情報提供等）

第１２条 市は、市民、事業者及び関係団体等に対して、健康づくりに関する情報の提供

その他の必要な支援を行うものとする。

２ 市は、市民、事業者及び関係団体等に対し、健康づくりの推進のために必要な情報を

提供するよう求めることができる。

（推進体制の整備）

第１３条 市は、健康づくりに関する施策を総合的に調整し、及び計画的に推進するため

に必要な体制を整備するものとする。

（ヘルスサポーターの育成）

第１４条 市長は、健康づくりに関する施策の推進を図るための市民ボランティアとして、

ヘルスサポーターの育成に努めるものとする。

第４章 ヘルスソーシャルキャピタル審議会

（設置）

第１５条 市長の諮問に応じ、健康づくりに関する重要事項を調査審議するため、市長の

附属機関として、ヘルスソーシャルキャピタル審議会（以下「審議会」という。）を置

く。

２ 審議会は、健康づくりに関する事項について調査及び研究を行い、市長に意見を述べ

ることができる。

（組織等）

第１６条 審議会は、委員１２人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

（１） 知識経験を有する者

（２） 関係団体等を代表する者

（３） 公募による市民

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

４ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
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（会長及び副会長）

第１７条 審議会に会長及び副会長を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。

（会議）

第１８条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２ 審議会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

３ 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。

４ 審議会の会議は、公開とする。ただし、議長が会議を公開することに支障があると認

めるときは、当該会議の全部又は一部を公開しないことができる。

第５章 雑則

（委任）

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。


